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小泉内閣による行政改革は、郵

政、政策金融など、これまで聖域

扱いされていた領域にも道筋がつ

けられたという点で、相対的には

高く評価できます。しかし絶対的

な評価で言えば、道路も郵政も周

辺領域にとどまり、中核部分への

本当の改革はこれからです。

本来の行政改革とは、国民本位

の、エフィシェント（有効）で、

かつコストの安い行政を作りあげ

ることです。その目的に向かって、

中央省庁、地方自治体、政治、官

僚、それぞれの役割を問い直すと

ころから改革を考えていくことが

重要になると思います。こうした

観点に立ち、根本的なところにメ

スを入れようというのが、今回の

提言の趣旨です。そして、これま

であまり言われてこなかった問題

にも踏み込みました。

残された課題を抽出し
「継続」「中核」「実」の改革へ

政治・行政・官僚を見直し、
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概要　
時代に即した、簡素で効率的な行政のあ
るべき姿を議論した。「改革は緒に就いた
ばかり」との認識に基づき網羅的に検討
を行い、3月に提言を発表した。
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そのひとつが、府省職員の国会

待機の問題です。会期中、官僚は

政治家のために深夜までの対応を

迫られ、他の業務の多大な障害と

なっています。例えば、質問通告

を前日から3日前に変更するだけ

でも、この非効率は大幅に改善さ

れるはずです。

また、中央省庁の最大の役割を

考えると、外交・安全保障面につ

いても首相直轄の諮問会議を新設

すべきです。

さらに、官民人材交流の推進も

不可欠です。昨年度も「官民人材

交流基本法（仮称）」の制定を提

言しましたが、研修等の一時的な

交流ではなく、若い世代からイン

タラクティブな人材交流を進め、

“新しい風”にさらされることが

重要です。官民の交流が進めば、

人事評価制度・給与・年金・労働

三権等の問題も、民と同レベルに

近づいていくことでしょう。民間

へのアウトソーシング推進という

視点では、市場化テストの活用も

欠かせません。他にも、米国の

GAOのように行政全体を監視する

組織を充実させる必要があります

し、実践と理論の両面で高い資質

を持った行政のプロフェッショナ

ルの育成も必要です。官僚が良く

ならなければ政治は良くならない

ので、人材の確保は大事です。

昨秋、『新しい霞ヶ関を創る若

手の会』の方々とお会いした時、

彼らの中に強い問題意識の芽生え

を確認することができましたが、

同時に、「官僚全体が内からの危機

感とさらなる改革への意欲を共有

していかない限り改革は難しい」

と申し上げました。その意味でも、

今後は総理のリーダーシップが果

たす役割は一層重くなってきま

す。経済同友会においても、様々

な機会を通じて政界、財界、国民

に向けて提言の趣旨を明確に伝

え、実現に向けた活動を積極的に

展開してまいります。
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